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第１章 はじめに 

１-１．本事業の目的と位置づけ 

山田町では、東日本大震災からの復興を進めるために、山田地区のコミュニティ再生、

地元商工業の復興を進めるため、商工業復興・コミュニティ再生を促進する拠点・地域

づくりに関する検討を推進してきた。 

平成 24 年度においては、山田町中心部の「仮設商店街」や山田町船越の「道の駅や

まだ」をコミュニティ拠点として整備し、町の活性化、にぎわいの創出、商工業者の復

興促進を図ることができないか、同拠点の整備に官民連携手法を活用することができな

いか調査・検討を実施している。当該検討では、官民連携手法のうち、DB方式が最も山

田町にとって適合性が高いと評価するとともに、施設整備等に係る費用等の調達方法に

ついて、復興交付金に依らず、民間企業からの寄付や民間財団からの助成を活用する方

向を見出すことを検討した。 

このように仮設商店街を利用したコミュニティ拠点について検討を進めたところ、政

策的な背景から、仮設商店街ではなく本設商店街の整備するよう方針が変更となったた

め、平成 25 年度にも、本設商店街を設置する地域をまちなか再生区域として定め、同

区域に必要な機能（ゾーニング等）を検討するとともに、同区域の立ち上げからマネジ

メントを推進する組織（以下、エリアマネジメント推進組織とする。）の必要性について

検討している。当該検討では、グループ補助金や津波・原子力災害被災地域雇用創出立

地補助金等を活用して同区域の整備費用をねん出するとともに、エリアマネジメント推

進組織が自ら事業を運営し、事業収入を得ながら自律的にエリアマネジメントを進めて

いく方向が必要であることとされた。 

これらの調査・検討を受けて、山田町では、平成 26 年度にエリアマネジメントを通

じて目指す将来像や目標を定める文書として「まちなか再生計画」を整備した。 

平成 27 年度より同計画に基づきエリアマネジメント推進組織を設立することを目指

しているが、同組織が担う事業内容、中心母体企業、設立スケジュール等が明確化でき

ていなかったため、平成 28 年度に「震災復興型賑わい創出推進組織に係る検討・調査

（以下、本事業とする。）」を実施している。 

上述の各事業の検討対象としたエリアについては、図表１に示す通りである。 

このように山田町では、東日本大震災以降、地元商工業の復興・町の賑わい創出をゴ

ールとし、まず、まちなか再生区域に関する検討に着手し、同地域の整備が進んできた

ことを踏まえ、より広いエリア（中心市街地）を対象とし、エリアマネジメントとして

目指す将来像を策定してきたところである。 

 

本事業は、このような流れを受け、中心市街地に広がったエリアをマネジメントする
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組織の設立に向けた検討をおこなっている。 

 

図表１ これまでに山田町が実施してきた事業での検討対象エリアの変遷 

 

 

  

平成24年度及び平成25年度は、まちな
か再生区域の必要機能、整備方法、資
金調達方法、整備主体等を中心に検討。

本事業では、まちなか再生区域の整備が進んできた
ことを背景に、検討領域を中心市街地に押し広げる
形で、当該地域のエリアマネジメントを推進する組
織の事業内容や中心母体企業等を中心に検討。
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（１）本事業の目的 

上述の通り、山田町では、平成 28 年度に、まちなか再生区域の中心として位

置づけていた山田町ふれあいセンターや共同店舗棟が開設され、町民にも利用さ

れるようになっているほか、まちなか再生区域外の外側でも戸建店舗や業務施設

が建設されており、中心市街地まで復興が進んでいる。 

このような中心市街地における商業エリアの形成に際し、町内関係者一体とな

って、町の活性化、にぎわいの創出を実現するためには、まちなか再生区域と同

様にエリアマネジメント推進組織の存在が必要となっている。 

本事業では、中心市街地の活性化・にぎわい創出の役割を担うエリアマネジメ

ント推進組織を「賑わい創出推進組織」と呼称し、当該組織の円滑な立ち上げに

向け、組織が担う事業内容・中心母体企業候補・事業採算性を検討することを目

的としている。 

 

図表２ これまでの山田町の検討事業のつながりと本事業の位置づけ 

 

 

  

企画・構想策定
施設設計、
組織設計

建設・エリア整備 運用

まちなか
再生区域

1

中心
市街地

2

目指す
ゴール

地元

商工業
の復興

町の

賑わい
創出

平成24年度事業
平成25年度事業で

検討

平成26年度に
町で独自実施

平成27年度～
平成28年度に
町で独自実施

共同店舗棟、ふれあいセンター開設▼

平成28年度
から運用開始

平成26年度に
町で独自検討

▼まちなか再生計画策定

平成28年度事業

平成27年度に、中心市街地の整備を推進する組織の
検討をしたが、町のリソース不足等により、事業内容や
中心母体企業の検討が十分に進まなかったため、今
年度、改めて、これらの検討を行う。
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（２）賑わい創出推進組織の位置づけ 

賑わい創出推進組織は、山田町の中心市街地のエリアマネジメントを推進する

ことを目的とした組織であり、当該推進組織が中心となって山田町の商業者と連

携し、町の活性化、にぎわいの創出、商工業者の復興を促進する活動を展開する

組織である。 

このため、賑わい創出推進組織は、一時的に活動する組織ではなく、将来にわ

たって山田町の商業を支える組織として活動する必要がある。また、官民で連携

して運営する組織ではあるものの、公的な支援を将来にわたって継続することは

山田町の財政面でも困難なことから、官からの支援に頼ることなく、自立的な運

営をできる組織を目指す必要がある。 

これらを踏まえ、本事業では、賑わい創出推進組織の事業方針を下図のように

定め、検討を推進している。 

 

図表３ 賑わい創出推進組織の事業方針 

 

  

 山田町が平成26年に実施した「購買動向調査」によれば、山田町の地元購買

率は低い状態にあるが、高齢化の進展により、町外への移動が困難になった

際の受け皿として、町内の卸売・小売業の規模を維持する必要がある。

 このため、賑わい創出推進組織は、将来的な購買力の変化を見据えたまちづ

くりを推進する役割を担う必要がある。

①町民生活を維持する
町づくり

 山田町の人口規模や人口流出状況に鑑みると、他自治体におけるエリアマネ

ジメント推進組織のように、警備業や駐車場管理といった事業のみで採算をと

ることは困難であると思料される。

 このため、山田町の特産品や観光資源を活用して、町外で稼ぐ事業を展開し、

組織としての採算をとる方向性を模索することが望ましいと考えます。

②町外資金を呼び込む
仕掛けづくり

 賑わい創出推進組織は、将来的には山田町から自立して、補助に頼ることなく、

独自に資金調達をし、運営できる組織となることが求められる。

③町からの自立
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（３）賑わい創出推進組織設立協議会の発足 

本事業では、賑わい創出推進組織を町民にとって意義のある組織とするために、

町内の多様な意見を取り入れ、民間主導で事業を推進することが必要だと考え、

「設立協議会」を発足させている。 

同組織は、商工会や漁協のみならず、地元商店街組合や地銀等、山田町の商業

を広く集める形で設立しており、賑わい創出推進組織の事業内容、中心母体企業、

設立ロードマップ等について討議を実施している。 

設立協議会の構成員や主な議題については、「第 4章 設立協議会発足に向けた

準備」を参照されたい。 

 

図表４ 設立協議会イメージ図 

 

 

（４）本事業の実施スケジュール 

参考として、本事業の実施スケジュールを下図に示す。 

 

図表５ 本事業のスケジュール 
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第２章 賑わい創出推進組織の形態の検討と調査について 

本事業では、山田町の中心市街地のエリアマネジメントを推進する賑わい創出推進組

織の円滑な設立に向けた各種論点について討議している。 

検討した論点の一つ目が、「賑わい創出推進組織が何をするのか」である。一般的なエ

リアマネジメント推進組織では、公的施設管理や駐車場運営・管理等の業務とエリア全

体を活性化するためのイベントの企画・運営等の業務が実施されているが、山田町では、

前者の業務を収益源として見込むことが、人口規模や交流人口の数等の観点から困難で

あると思料される。これを受け、山田町の強み・弱みを分析し、どのような事業であれ

ば実現することが可能かを検討している。 

二つ目の論点が「誰が賑わい創出推進組織の中心となって牽引するのか」である。賑

わい創出推進組織の担う役割として、山田町の中心市街地の賑わいを創出することが挙

げられるが、これを単独企業で実現することは難しく、山田町関係者が一体となって取

り組むことが重要である。このため、賑わい創出推進組織は多数の関係者が連携した組

織とすることが望ましいが、その活動を主導・牽引する人がいない限り、組織として成

立しないと思料する。これらを背景に、山田町の賑わい創出推進組織を中心となって牽

引する企業がいないか、町内を中心に調査している。 

三つ目の論点が「賑わい創出推進組織の事業が儲かるのか」である。前述の通り、賑

わい創出推進組織が将来に官から自立した組織を目指すため、事業の採算性については、

慎重に検討する必要がある。本事業では、一つ目の論点で検討した事業について、採算

がとれるかどうかを概算レベルで検証している。 

最後の論点が「どのように賑わい創出推進組織の運転資金を調達するか」である。山

田町が復興の途上にあることから、町内の商業者からの資金供出が困難である実情を踏

まえ、どのように外部から資金を調達するか検討する必要がある。本事業では、その基

礎資料として世間で活用されている一般的な資金調達方法について調査・検討している。 

本章では、上記論点のうち、一つ目と二つ目について検討した結果を記述している。

二つ目の論点については、中心母体企業の存在有無にとどまらず、どのような法人格で

賑わい創出推進組織を設立することが望ましいか、中心母体企業だけではカバーできな

い機能についてどのように補足しているかについても検討している。 

各論点の内容と位置づけについては、下図を参照いただきたい。 
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図表６ 本事業で検討した論点 

 

 

２-１．事業内容案の検討 

一つ目の論点である「推進組織は何をするのか」を明確にするため、まず、山田町の

地域資源の棚卸しと周辺動向調査を通じ、山田町の強み・弱み・機会・脅威のそれぞれ

を調査し、「町の強み」を活かしつつ「機会」にも恵まれると思量される事業を、賑わい

創出推進組織の事業として洗い出した。 

 

（１）強みと弱みの洗い出し 

山田町の強みと弱みを明確にするため、山田町の地域資源を調査し、定量的な

データの有無に応じて強み・弱みとして整理した。 

農産物や水産物の出荷量等の元データのある場合には、県内シェアの２桁以上

を占めている場合には強み、それ以外の場合は弱みとし、元データがない場合に

は、山田町の関係部課にヒアリングした内容をもとに強みか弱みかのいずれかに

分類している。 

 

（２）機会と脅威の洗い出し 

次に、山田町の機会と脅威として、政治的な要因・経済的な要因・社会的な要

因・技術的な要因の 4つの観点から、山田町をとりまく外部環境を調査し、山田

町にとって追い風となる動きを機会、山田町の狙いを阻害する要因となりうる要

因を脅威として分類した。 

（３）取りうる事業方針 

賑わい創出推進組織に必要な機能（サンプル）

経営企画
情報収集 戦略立案 事業計画

財務

総務

経理 会計 契約管理

総務 人事 法務

施設運営

公共施設管理

空家店舗管理

駐車場運営・管理

イベント企画・運営

地元イベントの
広告・宣伝

地元イベントの
運営代行

共同販促イベント
の企画・運営

特産品販売

マーケティング

買付、商品企画

営業

販売出店状況管理

資金調達

検討が必要な論点
B

A C A C A C

D

B. 「だれ」が、推進組織の中心となって牽引するのか

 賑わい創出推進組織の設立を牽引し、事業展開の中心となる
企業はどれか。

A. 推進組織は「何を」するのか

 賑わい創出推進組織が展開する事業とは何か。

C. 推進組織の事業は「儲かる」のか

 賑わい創出推進組織が展開を予定している事業で採算はと
れるのか。

D. どのように運転「資金を調達」するか

 まちから自立して運営を続けるために、どのような手段で資金
を調達するのか。

本章の検討範囲
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強みと弱みを分析した結果、山田町の強みとして、「県内でも一定のシェアを

誇る水産物（貝類・海藻類等）」、「オランダ島を通じたオランダとの歴史的な連

携」、「船越家族旅行村のような体験型宿泊施設の存在」等が挙げられ、一方の弱

みとして県内シェアが低く、知名度も低い酪農や農業全般が挙げられた。 

また、これらの強みを生かす機会として、「グランピング等の高級体験型観光

が流行していること」、「平成 29 年度に釜石・山田町間の道路が開通し、人の流

れが活発になること」、「水産物の長距離移動を可能とする高度冷凍保存技術が確

立したこと」等が挙げられた。 

これらの機会と強みを組み合わせた事業として、「三陸沿岸道路や最新の高度

冷凍技術を活用した水産物の国内外への販売・高付加価値化」、「歴史的な背景や

体験型宿泊施設を生かした観光事業」の 2つを賑わい創出推進組織の事業として

洗い出した。 

 

図表７ 分析結果概要と取りうる事業方針 

※ 

 

  

                                                   
※ Uber： スマートフォンで手軽にハイヤーやタクシーを呼べる配車サービス 
 

1

4

2

3

【凡例】
P(政治的要因)・E(経済的要因)

S(社会的要因)・T(技術的要因)

S（山田町の強み）
• 水産物（特に貝類・海藻類）
• オランダ島を通じたオランダとの歴史的な連関
• 船越家族旅行村のような体験型宿泊施設
• 道の駅やまだ

W（山田町の弱み）
• 酪農・農業全般（牛・豚等）
• 他観光資源（寺社・仏閣等）

O（機会）

P:政府による「小さな拠点づくり」・
「広域連携」などの方向性

E:グランピングなどの高級・体験型
観光の流行

S:平成29年度釜石-山田町間の道
路開設・複合商業施設オールの
開設

T:水産物の長距離移動を可能にす
る高度冷凍保存技術、ECサイト
などの販売方法の確立

 観光
 歴史的背景（オランダとの連関）や流行（体験型宿泊
施設など）を活かし、既存の地域資源を起点にした
交流人口の増加を目指す

 商業（水産業）
 社会資本（三陸沿岸道路、複合商業施設オール）や
最新技術（高度冷凍保存技術等）を活かし、国内・外
の販路開拓・拡大、高付加価値化に取り組む

 観光
 町内のアクティビティ強化や周遊性向上（Uber※

利用など）による、観光客の長期期滞在促進・滞
在消費額向上の促進

 商業
 水産物のブランド力向上、効果的な販路拡大、
商品開発

 地域資源の相乗効果や広域連携による他地域
との差別化

T（脅威）
P: 補助金などは時限的な政策

E:同様の方針をもつ地域・施設との
競争激化、為替変動・輸出規制

S: 社会インフラ整備遅延

T:最新技術の取組みによる参入障
壁の確立

 観光・商業
 社会資本の整備遅延が発生しても対応できるよう、
地域間連携を創出する

 地域ブランドを確立し、差別化を図る

 需要のぶれを緩衝するため、国内・外双方にター
ゲットを設定し、市場を持つ

 観光・商業
 新規技術の取り込み不足等に伴う地場産業の
損失を防ぐため、リスクヘッジ施策を検討する
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これらの分析を受け、賑わい創出推進組織は、山田町の中心市街地におけるエ

リアマネジメントに関する機能（商業・公共施設の運営管理、コミュニティ形成、

地域のつながりや賑わいを創出するためのイベント企画・実施等）に加え、上記

の「水産物の販売・高付加価値事業」と「体験型観光事業」の双方を実施する組

織として設立することが望ましいと考える。 

本事業では、これらの「水産物の販売・高付加価値事業（地域商社事業）」と

「体験型観光事業（DMO 事業）」を収益事業として賑わい創出推進組織を継続して

運営し、当該組織が中心市街地のエリアマネジメントも推進するという事業モデ

ルを目指すことを、町内関係者と討議している。 

町内関係者と討議した賑わい創出推進組織が具備する機能の全体像について

は、下図の通りである。 

 

図表８ 賑わい創出推進組織の全体像（案） 

 

 

なお、賑わい創出推進組織は、町の商業と観光の双方の観点で震災復興に貢献

する組織となるため、これまでに山田町で策定した「まちなか再生計画」等との

整合性をとった組織とすることが肝要である。 

賑わい創出推進組織の機能案と既存の山田町内の各種計画の整合性検証結果

は下表の通りであり、特に留意すべき点として、「まちなか再生計画」に基づき、

共同店舗棟建設運営会社（オール）が、まちなか再生区域のマネジメントを担当

していることから、同事業者と強く連携し、互いに不足機能を補いながら、まち

なか再生計画の達成を目指す点が挙げられる。 

 

共通事業
広報・広告事業 地域の宣伝・PR 出版物の発行・販売 情報収集・発信

エリアマネジメント機能

まちづくり運営事業

地域将来像の策定

エリアルール形成

地域のつながり形成

雇用創出・人材育成

景観（インフラ・観光）整備事業

商業・公共施設の運営管理

交通網政策形成

コミュニティ形成

景観ルール形成

寄付金管理

店運営事業（地域商社機能）

飲食店運営

イベント事業 講演会・セミナー企画運営イベント企画・運営

DMO機能地域商社機能

商品開発事業

物販・流通開発事業

販路開拓

市場調査・ブランド価値向上

サプライチェーン管理

販売、販売促進

商品企画・開発

商品調査・研究

ブランド価値向上

インフラ整備事業（施設含む）

商品開発事業（観光商品）

商品企画・開発

商品調査・研究

観光資源管理

ブランド価値向上

商品企画・開発

不動産管理・運営

市場調査・ブランド価値向上

4-B

1-C

3-A

3-B

1-A 2-A

2-B

4-A

1-B

施設運営事業（DMO機能）

施設運営（ホテルなど）

1-D

山田町事業者

連携
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整合性検証においては、各種計画の上位計画である①総合計画、②まちなか再

生計画、③山田プライドとの整合性を主に検証している。 

 

図表９ 賑わい創出組織の機能案と既存の山田町内の各種計画の突合 

 

 

（４）取りうる事業方針の具体化 

① 水産物の販売・高付加価値事業 

山田町では、近年、漁獲量が震災前の水準まで戻ってきているものの、交通イ

ンフラの整備遅延や風評被害等の理由により販路を見出せない状況にある。また、

三陸沿岸部の各市町がそれぞれに牡蠣等の水産物を売りにしようとしているた

め、販売・宣伝に関する機能・ノウハウ・ブランドが分散化している。 

一方で、瞬間冷凍と長期保存で水産物の価値を長く保つことのできる技術が確

立していることや、道の駅やまだや山田 IC を活用した物流ハブとなりうる地理

的な優位性が生まれつつある状況にある。 
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賑わい創出推進組織としては、これらの外部環境を活用して、周辺地域や町内

事業者と連携し、三陸産カキ全体のブランド力向上と販路拡大を図ることを目的

とした事業の推進を目指す。 

賑わい創出推進組織は、三陸沿岸の各地域が個別に実施していたマーケティン

グ、PR 戦略等を一元的に受け持つとともに、販売バリューチェーンを最適化し、

物流管理（倉庫管理、発送業務）を担う。 

これにより、三陸広域で連携して東北のカキ全体の販路拡大を図ることで山田

町のカキの売上げ向上（収益源化）をねらうとともに、広域物流拠点になること

で不動産業・物流業の雇用を創出することが期待できると考える。 

 

図表１０ 水産物の販売・高付加価値事業の概要 

 

 

本事業では、水産物の販売・高付加価値事業の実現可能性を把握するため、個

別ヒアリングを水産業者と商業者に対して行っている。 

ヒアリング結果をもとに、実現に向けた課題や論点を整理したところ、水産業

者と商業者の双方が当該事業の必要性を認識していることから、事業化に対する

一定のニーズは存在するものと考えている。 

また、当該事業を成立させるためには、牡蠣等の水産物を提供する漁業従事者、

水産物を加工（商品化）する加工業者、域外事業者へ販促を行う販促事業者、域

外へ商品を運ぶ物流事業者等、複数の関係者が同一の目的の下、一体となって事

業を推進する必要があり、その中心として、賑わい創出推進組織が機能すること

が重要であり、特に期待される役割であるとの声がヒアリングで挙がった。 

事業案に対するヒアリング結果と、同結果に基づく賑わい創出推進組織と町の

関係者の役割は次ページを参照されたい。 

 

 

賑わい創出推進組織

物流機能
ブランド
機能

観光協会
など

他地域
漁業組合

金融関連

海外
（近隣アジア）

国内他地域
（町外）

出資

販路
拡大

Hybrid ICE／Kuraban
による高鮮度保持

他地域の新鮮な水産物を一
元管理と一元発送

ECサイト等との連携

で販路拡大

国内・国外の消費市場に
最高レベルの鮮度で

魅力ある「三陸のカキ」を

広域ブランドとして出荷
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図表１１ 事業内容に対するヒアリング結果 

 

 

図表１２ 水産物の販売・高付加価値事業における関係者の担う役割 

 

 

  

生産 販売

ヒアリング
にて判明
した課題

対応策と
提供価値

 各市町村でそれぞれ同じような水産物を売っており、
近隣での市場競争が生まれている

 水産物の水揚げ量は回復傾向にあるが販路確保
や風評被害への打開策が見いだせてない

 近隣地域でそれぞれ特徴的な機能（確保・加工・保
存など）を有しているが機能が散在している

 商業者はそれぞれがブランディング・マーケティング機能（価値
向上・市場調査）を有しており山田町として貴重な機会・人材が
散在している

 内需向上に注力しており、今後の外需確保・販路拡大などに時
間を割けていない

 近隣地域も同じような課題を抱えていると想定し、
近隣地域における、冷凍流通の中心部に山田町が
なることで、水産物以外での収入源を確保する

 また、周辺漁業組合含めて高度製氷と倉庫機能を
提供し、高度冷凍技術でより遠くへ運べる、かつ、
旨味増加などで付加価値も増加させる

 町のブランディング・マーケティング機能を一元化し、提供する
ことで投資・融資資金を効果的に活用し、山田町の水産物を相
対的に外部に売り込む

 ECサイト、イベント、県外（首都圏）や海外への輸出など幅広く
販路拡大を狙う

ヒアリング
対象

漁業系 1団体 商業系 5団体

観光系 1団体、 金融系 4団体

目利き

漁業従事者

買付交渉

生産

漁業従事者

地場商品

販売 流通 消費

小売店／飲食店バイヤー等 物流業者

商談 集荷
顧客
支援

 山田町・周辺市町村から水産物を買付

 最新技術により高鮮度での保管を可能とし、
販売時期の見直し等による高付加価値を実現

 買付した水産物による商品を企画・開発

 販路拡大に向け、域
外の販売先を開拓

 水産物や商品の集約

 販売先への配送管理

 提供した水産物や
商品のPR/販促活
動

 域外の小売店/飲
食店に水産物・商
品を販売

事業
モデル

推進組織
の役割

町の
関係者の
役割

賑わい創出推進組織

 山田町の水産物の生産・出荷

 推進組織が企画した商品の製造
（水産物の加工、商品包装等）

 水産物の保管場所の提供

 町内での共同販
売宣伝活動の実
施
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②体験型観光事業 

山田町では、オランダ島を通じて、オランダとの歴史的なつながりが深く、昨

今は山田湾におけるシーカヤックや漁業体験が始められており、山田町の観光の

目玉となっている。近年、グランピングや体験型イベント等の非日常を味わうこ

とが流行となりつつあり、平日やアクセスが悪い地域でも連日大盛況の様相を呈

していることから、このような潮流をとらえて、賑わい創出推進組織としては、

グランピングを核としたまちづくりも行い、グランピング拠点としての山田町の

魅力を PR し、山田町のブランド力向上と交流人口の増加を図ることを目的とし

た事業の推進を目指す。 

賑わい創出推進組織は、山田町の観光におけるブランド力向上機能として、マ

ーケティングや PR戦略立案・実行を行うとともに、域外からのファンドを募集・

管理する機能を担う。 

これにより、交流人口の増加を通じた町内の商業活性化や賑わい創出が図れる

とともに、牡蠣や鮭等の地元食材の PR もでき、これらの特産品に関する売上向

上にも期待できると考える。 

なお、同事業案については上述の水産物の販売・高付加価値事業と比較して、

相対的に実現性が低いと協議会で議論されたため、町内関係者への事業実現性に

関するヒアリングは実施していない。 

 

図表１３ 体験型観光事業の概要 

 

 

  

賑わい創出推進組織

ファンド
機能

ブランド
機能

山田町観光
協会など

個人・法人
出資者

金融関連

海外
（オランダ等）

国内他地域
（町外）

出資

情報
発信

グランピングエリア
（船越家族旅行村）

連携

体験型エリア
（漁業体験／シーカヤッ
ク体験／オランダ島）

レストランなど
（地元食材の食事提供）

生産者
地元食材の提供

情報発信／集客

観光客

外需確保

内需向上

内需向上

内需向上

内需向上

内需向上

内需向上
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２-２．中心母体企業の調査・選定 

二つ目の論点である「誰が賑わい創出推進組織の中心となって牽引するのか」につい

て、本事業では、賑わい創出推進組織の設立や運営を牽引する企業が山田町内に存在し

ないか調査した。 

調査に当たっては、山田町内外の企業を JIPDEC や国税庁のサイバー法人台帳である

「ROBINS」等をもとに洗い出してロングリスト化し、ロングリストの中から、賑わい創

出推進組織の中心母体となりうる企業候補を協議会で討議するとともに、候補企業に対

しては、想定している事業内容を個別に説明を実施している。 

協議会での討議の結果、特定企業・団体を中心母体企業として選定し、同企業・団体

から活動内容に関する合意を取り付けるには一定程度の調整期間が必要であると結論

づけられたため、本事業では中心母体企業となりうる 5つの企業・団体を特定するにと

どめ、どの団体に中心母体企業としての役割を担ってもらうかは、事業終了後に個別交

渉を継続して実施し、決定することとした。 

なお、いずれの団体が中心母体企業となっても必要となる検討事項として、賑わい創

出推進組織を立ち上げる際の法人格や中心母体企業だけではカバーでない機能をどの

ように対応していくかについても本事業では調査・検討している。 

中心母体企業の調査・選定に関する検討プロセスについては、下図の通りである。 

 

図表１４ 中心母体企業の調査・選定、不足機能への対応方針 

 

 

 

（１）中心母体企業調査 

事業

内容

サービス事業者の洗い出し 候補主体の抽出 事業内容の説明 個別交渉

ロングリストの作成

 デスク調査により、町内外・近
隣地域の事業者を一覧化・リ
スト化

組織要件の設定

 ビジネスモデル案に沿った組
織要件案を設定

ショートリストの作成

 ロングリスト内の事業者のうち、
山田町に適合する組織要件
に沿って、事業者を選別候補
主体を抽出

事業者説明会の企画・実施

 ショートリスト内の候補事業者
に対して、ビジネスモデルや
事業計画案に沿った事業説
明会を実施

個別交渉の企画・実施

事業説明会参加事業者のうち、
参入意向がある事業者に対し
て個別セッションを実施

⇒セッション前に、候補事業者の
プロファイルの作成、マッチン
グのポイントを整理

⇒セッション後に、ヒアリングまと
め作成、評価実施と賑わい創
出推進組織の立ち上げと不足
機能対応方針討議

事業者
説明会

事業計画の提示 参入意向の提示

DTC

ロングリスト

町職員
事業者

（役割案）
DTC：説明会資料作成・ファシリテート
山田町：募集案内協力、会場提供協力

参入条件・
参入意識の確認

DTC

町職員

事業者

ショートリスト

社会的
事業

人材
確保

自主
財源

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

社団法人
A会 ○ ○

・・・・・・

株式会社
C社 ○

NPO法人
D会 ○

事業者

株式会社
B社 ○ ○ ○

組織要件

・・・

ビジネスモデルの組織
要件に基づき、事業者
を選定

中心母体企業調査 中心母体企業選定
不足機能整理
組織形態検討
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中心母体企業の候補を広く収集するため、本事業では、「JIPDEC（一般財団法人 

日本情報経済社会推進協会）の法人登録情報」と「山田町商工会の法人登録情報」

の双方を情報源として、中心母体企業候補を抽出した。 

なお、賑わい創出推進組織の中心母体企業として関与される可能性の有無も重

要であると考えたため、「① 法人としての活動状況有無」及び「② 法人の種別」

の２つの観点から抽出した中心母体企業候補の絞り込みを行った。 

 

① 法人としての活動状況有無 

国税庁のサイバー法人台帳（ROBINS）で法人の情報公開状況を確認し、「公開」

であれば法人としての活動有として候補に残し、「閉鎖」であれば法人としての

活動無として候補から除外 

 

② 法人の種別 

医療法人、社会福祉法人、学校法人、宗教法人は、中心市街地の賑わいを創出

するという賑わい創出推進組織のねらいと、法人設立の目的が一致しない可能性

が高いと考え候補から除外 

 

上記観点から作成した中心母体企業候補（ロングリスト）については、別添資

料③として取りまとめているため、必要に応じて参考されたい。 

 

図表１５ 中心母体企業候補（ロングリスト） 

 

 

 

法人名（外部サイト） 本店所在地
商工会（会員一

覧）

1 一般社団法人いっぽいっぽ岩手 岩手県下閉伊郡山田町長崎２丁目７番２８号

2 大家水産株式会社 岩手県下閉伊郡山田町船越第１３地割６番地の１

3 株式会社ブロード 岩手県下閉伊郡山田町大沢第３地割５５番地１

4 山丸定置漁業生産組合 岩手県下閉伊郡山田町大沢第２地割４４番地２

5 山田定置漁業生産組合 岩手県下閉伊郡山田町大沢第２地割４４番地２

6 株式会社太田幸商店 岩手県下閉伊郡山田町飯岡第２地割１１２番地８ ○

7 陸中木材センター株式会社 岩手県下閉伊郡山田町織笠第１４地割３番地２

8 貫長水産株式会社 岩手県下閉伊郡山田町境田町４９５番地１

9 株式会社阿部興業 岩手県下閉伊郡山田町飯岡第１地割３２番地１２

10 株式会社山田コールドストレージ 岩手県下閉伊郡山田町川向町１６８番

11 株式会社藤原工務店 岩手県下閉伊郡山田町山田第５地割６６番地１５

12 上林建設株式会社 岩手県下閉伊郡山田町山田第１地割柳沢公園内柳沢第２産業復興棟Ｂ－１ ○

13 有限会社松屋商店 岩手県下閉伊郡山田町中央町６番５号

14 有限会社東洋産業 岩手県下閉伊郡山田町織笠第１３地割２番地４

15 有限会社豊善 岩手県下閉伊郡山田町豊間根第２地割８４番地

16 陸中石油販売株式会社 岩手県下閉伊郡山田町豊間根第３地割１７７番地

17 ミカド有限会社 岩手県下閉伊郡山田町船越第６地割１５９番地７０

18 株式会社ＴＩＳ建設コンサルタント 岩手県下閉伊郡山田町荒川第１０地割５５番地５

19 株式会社大黒建設 岩手県下閉伊郡山田町山田第４地割２４番地４澤田アパート４号室

20 大澤村農業會 岩手県下閉伊郡山田町大沢第８地割１９番地の１

21 有限会社カットインみなと 岩手県下閉伊郡山田町中央町６番２号

22 有限会社フジ電気 岩手県下閉伊郡山田町船越第６地割１３７番地６

23 パシフィック・シープ株式会社 岩手県下閉伊郡山田町境田町９番１号

・・・ ・・・ ・・・ ・・・

山田町
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（２）中心母体企業選定 

次に、中心母体企業候補（ロングリスト）を、賑わい創出推進組織の中心母体

企業を絞り込んだ。絞り込みは、「① 法人格の所在」、「② まちづくりへの積極

的な関与の有無」、「③ 経済的資源の有無」の 3つの観点から実施している。 

 

① 法人格の所在 

山田町の中心市街地の賑わいを創出するという賑わい創出推進組織のねらい

に鑑み、基本的には山田町内部の企業・団体が中心母体企業となることが望まし

いと考え、法人格が山田町内に存在する企業・団体に絞り込みを実施した。 

 

② まちづくりへの積極的な関与の有無 

賑わい創出推進組織が、中心市街地のエリアマネジメントを主導する役割を担

うことから、これまでに山田町のまちづくりの動きに参画したか否かを確認し、

参画した実績のある企業・団体が残るよう絞り込みを実施した。 

 

③ 経済的資源の有無 

賑わい創出推進組織の活動が、中心母体企業の現業に新たに加わる業務となる

ことから、これに対応できる経済的な資源があるかどうかを確認した。 

本観点で確認したところ、大半の企業・団体が、経済的な資源がないと評価さ

れたため、当該観点は参考情報として活用し、絞り込みには活用していない。 

 

絞り込んだ結果、「山田町商工会」、「山田町観光協会」、「オール（共同店舗等運

営会社）」、「びはん」、「個別事業者（商店街組織）」の 5つの企業・団体が中心母

体企業候補として絞り込まれた。 

 

図表１６ 中心母体事業者（ショートリスト）絞り込み結果とその後の進め方 

 

中心母体候補になりうる団体（例）中心母体候補の選定要件

山田町商工会
（青年部・女性部含む）

山田町観光協会 オール びはん 個別事業者※1

①山田町内に法人
格の所在を有するか ○ ○ ○ △※2 ○

②まちづくりに積極
的に関与してきた実
績を有するか

○ ○ ○ ○ △

③経済的リソース
（ひと・もの・金・情
報）を備えているか

△ △ × ○ ×

中心母体候補の絞り込み要件、具体的な候補団体について山田町の皆様で議論し、個別交渉に移る今年度事業

具体的な事業者と組織立ち上げ準備、事業開始・組織運営、事業評価など次年度以降
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前述の通り、各企業・団体に賑わい創出推進組織の事業内容や活動内容等を説

明したところ、中心母体企業として活動するという点での合意を取り付けるには

一定程度の調整期間が必要であるとされたことに加え、各企業・団体とも賑わい

創出推進組織の活動を行うための経済的資源が不足していることから、本事業で

は中心母体企業となりうる 5つの企業・団体を特定するにとどめている。 

協議会では、平成 29 年度より 5 つの企業・団体との個別交渉を重ねるととも

に、協議会メンバーを中心とした検討・賑わい創出推進組織としての活動準備を

推進する方向で進んでいく旨を討議している。 

 

図表１７ 中心母体の選定結果と今後の対応方針 

 

 

  

選定結果
• 中心母体の機能面での役割を担うことに前向きな事業者はある一方、
• 経済的リソース（特に人材）の不足から、現実的に中心母体となりうる事業者は見つからなかった

対応方針

• 今年度中心母体を決定することはしない
• 今後も継続的に情報連携の場を開くこととする
現行の設立協議会のメンバー間で情報を共有し、賑わい創出推進組織の設立に向けた検討を
実施する

• 同時に、人材不足をはじめとした各種経済的リソースの不足への対応方針を検討する
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（３）不足機能整理 

上述の通り、本事業では中心母体企業を特定することはせず、平成 29 年度以

降も協議会に資する会議体（検討協議会）を継続しつつ、同会議体が賑わい創出

推進組織の設立を中心になって推し進めることが協議会で討議された。 

山田町内の企業・団体の大半が、賑わい創出推進組織の活動を行うための経済

的資源が不足していることは上述したが、このほかにも、山田町で賑わい創出推

進組織を設立する上では多数の要素・機能が不足していることが本事業の検討で

明らかになっている。 

 

 賑わい創出推進組織を初期運営するために必要な人材・物資 

（特に組織を運営・経営できる人材） 

 賑わい創出推進組織を設立し、本格運営するための資金 

 「水産物の販売・高付加価値事業（地域商社事業）」のような外需を獲得す

るためのノウハウ 等 

 

これらの不足を補足するために、山田町としては、地域おこし協力隊を活用し

た人的リソースの確保・提供、各種補助金を活用しての資金的リソースの確保・

提供を実施することを検討するとともに、協議会に資する会議体（検討協議会）

にも参画し、これらの不足機能を官として補うタイミングを検討して、官民が一

体となって賑わい創出推進組織を設立することを目指す。 

 

図表１８ 次年度以降の事業運営体制 

※ 

                                                   
※ 「協議会に資する協議会」とは、検討協議会を指す。 

 

Ⅰ期：立ち上げ・運営準備期
（平成28年度9月頃～）

Ⅱ期：本格運営期
（平成29年度3月頃～）

Ⅲ：事業拡大期
（平成31年度～）

 「賑わい創出推進組織」設立協議会の
立ち上げ

 エリアマネジメント組織として「賑わい

創出推進組織」の立ち上げを検討す

る設立協議会を発足

 協議会メンバーを中心とした事業本格

運営

 内需・外需双方から町内商業に賑わ

いを創出することを目指し、段階的に

事業を開始

 補助金による支援等、山田町役場を

始め官民連携の体制を確立

 組織形態の再検討・事業拡大

 地域商社が設立され、外需獲得・事

業拡張に向けた施策を実行

 事業規模や今後の展開を見据えた

組織形態の再検討・法人化

想定される課題を補足・解決し、

組織の将来性に見合った

組織形態の再検討

＜想定される課題＞

・初期運営のための人材不足、物資不足
・組織立ち上げ・本格運営のための資金不足
・外需獲得に向けたノウハウ不足
・事業拡大に向けたマーケティング機能不足、施策立案機能不足 等

町内事業者が中心母体
となるために必要な経済
的リソースの確保が困難

であることが判明
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（４）法人形態等の検討 

本事業では、賑わい創出推進組織の中心母体企業候補の選定に留まり、推進組

織の設立が平成 29 年度以降に実行されることとなったが、いずれの段階でも、

将来的に推進組織を設立する際には、どのような法人格で設立するか決定する必

要がある。 

これを踏まえ、本事業では、賑わい創出推進組織が自立的かつ持続的な運用が

できるように、「法人化における先進性」、「人材確保・育成の方法」、「資金確保手

法」の 3つの観点から先進事例を調査し、山田町における賑わい創出推進組織で

採用することが望ましい法人格を絞り込むとともに、組織設立における行政とし

ての支援策を検討した。 

 

図表１９ 法人形態の検討ステップ 

 

 

先行事例を調査したところ、他自治体における地域運営組織では、営利事業を

目的とした「株式会社」や「合同会社」だけでなく、「特定非営利活動法人（NPO

法人）」や「社会福祉法人」、「一般社団法人」、「認可地縁団体」等、様々な法人形

態で組織を設立・運営していることが判明した。 

判明した法人形態については、設立の容易性や組織運営の容易性の観点から、

特徴を比較しており、整理した内容を下表に記載している。 

山田町においては、賑わい創出推進組織の事業方針として、「町から自立でき

る組織であること」が挙げられており、これを実現するためには、営利を追求で

きる組織形態と採用することが重要である。 

これを踏まえると、山田町の賑わい創出推進組織の法人格としては、「特定非

営利活動法人」や「一般社団法人」等ではなく、「株式会社」または「合同会社」

を選択することが適切である。 

法人化

人材確保・
育成

資金確保

参考とするポイント自治体・組織名

（一社）せとうち観光推進機構

㈱ニセコリゾート観光協会

7件が連携して立ち上げ、事業化支援組織として地銀と金融機関が設立した投資ファンドが併設

任意団体であった観光協会を株式会社化、町と町民で50%ずつ出資して設立

NPOきらりよしじまネットワーク

入間コミュニティ協議会

地元の若者を地域活動で気づきを与え、研修後、事務局員として組織に取込む仕組みを構築

都市からの視察・訪問による交流により、住民が地域の価値を見つめ直す機会を設けている

福岡市

尼崎市

事業主体に対し投資家から出資を呼び込み、事業成果（財政支出軽減等）に応じて行政が成果
報酬を支払うソーシャルインパクト投資（SIB）の実証事業を実施

先
行
事
例
調
査

法
人
格
の
絞
り
込
み

行
政
支
援
策
の
検
討

１

2

法令・制度面の整理

先進事例調査や事業者・団
体調査より法人格をリストアッ
プし、法令制度面の比較・整
理を行う

推奨法人案の絞り込み

事業目的・方向性への適合
性や設立・運用面での現実
性の視点より評価し推奨案
を絞り込み

１

2

• 設立・運営面の実現性を高めるために必要な
支援策を検討

設立支援

人材確保・
育成支援

資金確保・
調達支援

 広域での自治体連携体制構築
 自治体による財源支援（出資）

 地域の若者の育成・採用促進
 都市住民との交流機会の創出

 民間投資スキームの構築
 社会性事業の評価制度構築
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図表２０ 法人形態の比較一覧表 

 

 

次に、山田町において、「株式会社」と「合同会社」のどちらを選択することが

望ましいかを検討した。 

「株式会社」と「合同会社」を比較した場合、基本的な機能はほぼ共通で法人

としての活動内容を制約するような条件はなく、PFI や PPP 等の官民連携も実施

できるものの、前者には広く株主から出資を求めることができるという資金調達

面での優位性があり、後者には業務執行社員のみで法人としての意思決定ができ

（株主総会等の手続が不要）、法人としての意思決定の迅速性という面での優位

性が存在する。 
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山田町においては、町内の商業者や事業者に経済的な資源が不足している現状

にあることから、株式市場等から広く資金を調達できるという優位性に注目し、

「株式会社」の形式で賑わい創出推進組織を設立することが適切である。 

 

図表２１ 株式会社と合同会社の比較 

 

 

なお、仮に法人格を株式会社とする場合、中心母体企業が 51%以上を出資する

ことで意思決定機関となり、山田町全体で組織運営を支援するような体制とする

ことを想定している。 

この際、山田町としては、設立及び事業運営のスタートアップ支援として、設

立費用の補助、施設・活動拠点の整備支援、人材確保に資する補助制度の活用等

の面で支援をすることを想定している。 

 

図表２２ （参考）法人形態検討の評価指標と行政支援策 

 

目的 機能 官民連携 事業拡張性 設立費用

株式会社

• 定款に掲げる営利
の追求

• 活動内容に制約がなく
出資等の資金調達に適
している。

• 株主総会による機動的
な組織運営や意思決定
が可能。

• 株式の公開が可能。
• 決算の公表が必要。
• 株主総会と取締役の設
置が必要。 • 既存のアセットや地

域資源を活用した
PFIやPPPなどによ
る官民連携が可能。

• 株式が発行できるた
め、増資の容易さは
合同会社よりも有利

• 最低24万円

合同会社

• 基本設計は株式会社と
共通。

• 意思決定は業務執行社
員の過半数で決まる。

• 議決権や余剰金分配方
法が出資比率によらず
内部で決められる。

• 事業拡大のために増
資をする場合、基本
的に自己資本

• 増資には登記が必要

• 最低10万円

山田町役場

• 設立および事業運営に向けたスタートアップ支援
（設立費用の補助、施設・活動拠点の整備支援、必要書類作成に向けた外部専門家の提供）

• 地域に必要な人材の確保、補助制度の活用（地域おこし協力隊を活用した専門人材の採用など）
• 行政が担う事業の切り出し、事業委託（指定管理やPFIの活用など）

㈱山田町賑わい創出推進機構

山田町商工会 地域金融機関
民間事業者
（びはんなど）

51%以上出資
＝子会社化

地域ファンドの組成、
融資・投資

株式の保有による
発言権の取得

支援

中心母体（山田町商工会）の子会社化
＝山田町商工会が意思決定機関となる

人的・物的・金銭的リソースや情報等、
必要な支援は山田町役場を始め、

町全体で負担をする
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第３章 事業採算性の検討と調査について 

平成２５年度の調査では、まちなか再生区域の公共施設（ハード）にかかるまちづく

り会社の事業について年間収支を試算した。しかし、当該調査の実施時点においては、

まちなか再生計画で述べている通り、複合商業施設の開設などハード面の整備が収束に

向かいつつある。また同時に、まちなか再生区域よりも広域の中心市街地の商業活性化

にかかる賑わい創出事業（ソフト）が施策として計画されており、賑わい創出推進組織

はソフト面を中心とした事業を担うことを前提として、以降の調査では採算性を検討し

ている。 

本章では、第２章で述べた論点のうち C.賑わい創出推進組織の事業が儲かるのか D.

どのように賑わい創出推進組織の運転資金を調達するかについて検討した結果を記述

する。 

二つ目の論点については、事業の採算性が難しい「事業立ち上げ時期」「事業運用時

期」において、「公的資金」と「民間資金」のどちらの外部資金を調達することが望まし

いかについても検討している。 

 

図表２３ 本事業で検討した論点 
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３-１．事業採算性の調査・検討 

一般的に、事業を立ち上げた際には、初期投資が発生するため赤字期が発生する。 

この赤字期を乗り越えなければ、事業として利益を創出できず、推進組織の持続性が

危ぶまれる。そのため、事業採算性の調査・検討においては、この赤字期間を乗り越え

る方法も考慮し、利益を創出するまでの期間は公的機関等からの一定の援助がもらえる

等の工夫を実施し組織立ち上げ期を円滑に進める方法を検討する。 

 

（１）事業採算性の検討方法 

本事業では、第 2章で検討した事業案のうち、収益事業とすることを想定して

いる「水産物の販売・高付加価値事業（地域商社事業）」と「体験型観光事業（DMO

事業）」を中心に事業採算性を試算している。 

また、事業採算性の試算においては、事業の詳細や組織形態が定まっていない

ことに鑑み、概要レベルで採算性が取れるか検証することを目的とし、簡易ＰＬ

を作成し、協議会で協議することとした。 

 

図表２４ 本事業における事業採算性の検討プロセス 

 

 

なお、赤字期を乗り越える方向性の検討として、外部資金の調達方法について

も検討しており、公的支援や民間金融機関によるファンドレイジング等、円滑な

事業立ち上げに向けた資金調達手法についても検討している。 

 

 

一般的な事業採算性調査プロセス

損益計算書

貸借対照表

事業計画書

CF計算書

投資対効果
（NPV・IRR等）

STEP1

【事業計画】

STEP2

【資金計画】

STEP3

【実行判断】

 組織形態の方針が定まっていないため、組織設立等に
係る費用や税金などの詳細が不明である

 事業の詳細が決まっていないためPLの必要勘定科目
や正確な資金計画が立てられない

• 新規に始める事業について、
規模・収益性・拡張性・実現
性などで計画し方針を決める

利用指標

利用指標

利用指標

• 事業の方針が決まったら財
務3表にて資金繰りのシミュ

レーションを実施し計画を立
てる

• 財務３表に加え、投資判断が
必要な場合は投資対効果が
見える指標を使い実行判断

本事業での採算性評価の位置づけ

I. 一般的なエリマネ組織に必要な費用の大枠をつかむ

II. 地域商社・DMOの業界のPLの大枠をつかむ

III. 山田町が組織設立する上で必要となる収入規模の
概要をつかむ

簡易PLにて概要をつかむことを目的とする！

山田町の現状
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（２）事業採算性の試算結果 

本事業では、エリアマネジメント事業と「水産物の販売・高付加価値事業（地

域商社事業）」と「体験型観光事業（DMO 事業）」を賑わい創出推進組織が担った

場合に発生すると想定されるコスト及び収入を外部データ（農水省センサス（平

成 20 年・平成 25 年）、業界別審査辞典、株式会社黒壁決算資料、株式会社まち

づくり輪島決算資料）に基づいて検証している。 

なお、組織形態が明確になっていないこと、事業所を構える土地や家屋につい

ても未決定なことを踏まえ、税金等費用や事務所準備・利用に係る費用は試算の

対象外としている。 

上記前提の中で試算した、各事業の利益構造及びコストの構造は下図の通りで

ある。 

 

図表２５ 事業のコスト・利益構造の整理 

 

 

他自治体で運営しているエリアマネジメント組織の財務諸表の調査から、一般

的にエリアマネジメント組織運営のコストは人件費が大きな割合を占めている

ことが判明した。 

本事業では、初年度に 2名を雇用し、5年目にさらに 1名追加をする想定で事

業採算性を算出したところ、組織立ち上げ初年度（論点①）と、事業拡大を図る

5年目（論点②）に大きく赤字となり、売り上げ 10,000,000 円を超える 6年目に

採算性が黒字に転じる想定となった。 

「水産物の販売・高付加価値事業（地域商社事業）」と「体験型観光事業（DMO

事業）」の各事業の収入を比較すると、水産物の生産量拡大や加工施設の整備等

が整うまでの期間、大きな収入拡大が望めないため、後者の事業の中で飲食店を

経営する等、別の収益の獲得手段も並行して検討することが重要となる。 

 

区分 科目・内容 年間の金額 前提条件・シミュレーション上の条件

エリアマネジメント

収入 補助金・委託収入 - 組織形態が決まっていないため補助金等の収入は対象外
特に山田町は町の計画や土地の利用方法が決まっている
ためPFIや指定管理での収入は見込めないと想定

費用 人件費（給与など） 約500万円（2名）
約850万円（3名）

職員・の2名で立ち上げ途中より増員体制
全国・盛岡・山田の平均収入及び他エリマネの参考値参照

費用 雑費（交際費やイベント費用） 約180万円（3名）
約300万円（5名）

1名当たり年間60万円かかる想定

地域商社・DMO

収入 水産物販売収入 約185万円（初年）
約370万円（5年目以降）
約555万円（9年目以降）

牡蠣の震災前後の生産量の増減比と築地市場での買取り
価格にて試算。販売価格の10%を取得想定（5年後に20%9

年後に30%と増加していく想定で試算）

収入 飲食店・観光施設収入 約450万円（初年）
約800万円(5年目以降）
約900万円（9年目以降）

自営で飲食店を運営を想定。全国業界水準より算出。
大衆食堂の平均売上4,000万円に利益率55%を基準に、立
ち上げ時は10%からスタート想定（5年後35%、9年後40%）
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図表２６ 採算性簡易算出結果 

 

 

３-２．資金調達方法の検討 

前述の採算性の簡易算出結果から導かれた２つの論点を踏まえて、赤字期を乗り越え

るために、組織立ち上げ期及び組織運営期の資金調達手法として、公的資金・民間資金

から山田町において調達可能性の高い選択肢を検討した。 

 

（１）組織の段階に応じて取りうる資金調達手法 

組織立ち上げ期と組織運営期で取りうる資金調達手法が異なると考えている。 

まず、組織立ち上げ期は助成金など公的資金を広く活用し、事業が確立した後

の組織運営期には、より民間資金に比重を置いた資金調達を行うことで、組織の

自立的な資金調達を推進させることが有効であると考える。 

また、組織立ち上げ期では、賑わい創出推進組織としての主な収入は期待でき

ず、「不足機能整理」で述べた体制構築に伴う人件費や外需獲得のノウハウ教育・

事業内容の明確化に伴う調査検討のコストが優位になる。事業内容の検討や体制

構築を進めるための資金の調達手段として、公的資金の観点からは補助金や交付

金を活用し、民間資金の観点からは融資や投資を主たる業務とする民間団体（例：

REVIC など）による資金を活用することが現実的であると考える。 

さらに、事業性が判断できる組織運営期においては、赤字期を短くする対策と

して、一般的に採算性が高いと言われる、飲食・物販事業や観光業をもって補て

んするなど、赤字期の乗り越え方の検討が必要となる。 

 

また、中心市街地以外にあるキャンプ場などの公的資産の維持管理にかかる

(10,000,000)

(5,000,000)

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目

金
額
（
円
）

採算性簡易算出結果

営業利益 売上高 費用合計

【論点①】

組織立ち上げ時の赤字
の乗り越え方の検討が
必要

【論点②】

事業運営時期も波に乗
る間の資金繰りの検討
が必要
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PPP/PFI や指定管理による継続的な収入を増やし、REVIC 以外に地銀ファンドに

よるファイナンスも検討が必要となる。 

 

図表２７ 組織の段階に応じて取りうる資金調達手法 

 

 

 

（２）組織立ち上げ段階における各資金調達手法（概要） 

山田町で賑わい創出推進組織を立ち上げる場合、事業内容の策定や中心母体企

業の決定、地域おこし協力隊による体制構築以外に、組織を運営・経営できる人

材を確保すること、外需獲得のためのノウハウの獲得も必要である。 

事業の収益性が判断できない段階においては、民間金融機関からの融資や投資

は難しいため、補助金や交付金などの公的資金を調達方法が考えられる。 

立ち上げ段階に実施する具体的な事業に対して適用できる調達資金について、

下記の通り整理した。 

公的資金においては、地方創生にかかる地域商社機能の構築について「内閣府 

地方創生推進交付金」が活用できる。また、地域商社での販売を目的に、地産材

料を利用した新規商材の開発においては、「経産省 ふるさと名物応援事業」が

活用できる。 

民間資金の調達方法として挙げている REVIC の地域活性化ファンドの造成に

おいては、GP（ジェネラルパートナー）と LP（リミテッドパートナー）で構成す

る必要があるが、事業内容の明確化が前提であるため山田町における金融機関 3

社の参画か非に関する判断に課題が存在する。 

地方創生推進交付金

観光地域づくりに関する助成金

民間団体の融資・投資
例：REVIC

地銀ファンド

クラウドファンディング

公的資金の活用

民間資金の活用

官民連携に関する助成金

その他運営に活用できる補助金

地方事業支援団体の融資・投資
例：REVIC

地銀ファンド

クラウドファンディング

官民連携
公的財産（土地など）の民営化

【論点①】組織立ち上げ期 【論点②】組織運営期

１一般的に各段階のエリマネ組織で用いられる手法
凡例

１選択肢としてはあるが、確実性やスピード感に劣る手法
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 立ち上げ段階の定義 

平成 29 年度第 1四半期～平成 29 年度第 4四半期 

 

 事業実施内容 

① 事業内容の明確化と市場ニーズに関する調査・分析、財務シミュレー

ション 

② 地域商社の自立・安定経営を図るための中心母体企業の決定 

③ 体制の構築および外部人材の確保・ノウハウの獲得 

④ 地域商社にかかる試行事業の実施 

⑤ 検討委員会の運営 

 

 獲得する資金と活用事業 

【公的資金】 

内閣府 地方創生推進交付金  ①～⑤ 

経産省 ふるさと名物応援事業  ④ 

【民間資金】 

 REVIC 地域活性化ファンド  ④ 

 

（３）組織運営段階における各資金調達手法（概要） 

山田町の中心市街地におけるエリアマネジメントのように、パブリックとプラ

イベートの中間的な事業を行う場合、収益の回収が長期的であり、官民でリスク

を共有できるファイナンススキームが必要となる。 

受益者（域内企業等）が出資する方法と、リターンを期待して第三者が出資す

る方法が考えられる。 
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図表２８ 組織運営段階における各資金調達手法の概要 

 

 

運営段階に実施する具体的な事業に対して適用できる調達資金について、下記

の通り整理した。 

公的資金においては、地域商社にかかる事業の本格運営や PR などの販促事業

では「内閣府 地方創生推進交付金」が活用できる。地域経済の活性化のために

寄与する当該組織の更なる成長のためには、「経産省 地域中核企業創出・支援

事業」による支援人材を活用して、販路開拓を実施することは可能である。また、

中心市街地に位置する本設になった商店街においては、内需拡大にむけて各種サ

ービス提供の取り組みが必要となるため、「経産省 地域・まちなか商業活性化

支援事業」の活用も有効である。他の補助金（岩手県中小企業復旧・復興支援補

助事業）を既に運用している商店街においては、事業内容の重複について留意す

る必要がある。 

民間資金においては、一般的には事業創業時には、都道府県の制度融資や日本

政策公庫や REVIC からの融資が利用できる。その他の手軽に資金調達できる方法

として、クラウドファンディングが注目されているが、クラウドファンディング

は、安定的に事業運営に活用できるファンドではなく、必ずしも目標金額に到達

保証がないという特性に留意する必要がある。都銀や地方銀においてクラウドフ

ァンディングに取り組むケースはあるが、山田町における金融機関 3社に対する

ヒアリングにおいて取り組み実績はなく、実現可能性は乏しいものと考える。 

 

 運営段階の定義 

平成 30 年度第 1四半期～平成 32 年度第 4四半期 

 

 事業実施内容 

主な出資者

• 個人（投資家）
• 民間企業

出資者のメリット

• 商品・サービス
• なし・お礼状
• 事業収益
• 金利相当利益

懸念事項

• 調達の可否や
調達額など、
不確実性が高
い

 国の補助金や交付金など、各種助成金を活
用し公共性の高い事業を行う手法。
【事例】：官民連携、PFIによる公的財産（土
地など）の民営化

公的資金
（助成金）

• 公官庁
• 自治体

• エリアの付加
価値向上

• エリアのブラン
ド化

• 予算編成が単
年度ごとであ
る

• 行政が助成金
を獲得し、推
進組織に資金
交付

資金の運営者

• ファンド運営会
社を通じて、各
事業者に投資

概要

• 民間投資家
• 民間企業
• 地域金融機関

• 社会貢献
• 金銭的リターン

• 高い事業採算
性の確保が必
要となる

• 民間団体を通
じて出資者が
各事業に投資
・融資

民間投
資・融資

 地域活性化に関心が高い・事業を行ってい
る民間団体の投資・融資を活用する手法。

【事例】：REVIC(地域経済活性化ファンド)等

• 地域金融機関 • 事業収益
• 金利相当利益

• ファンド形成に
時間がかかる

• ファンド運営会
社を通じて、各
事業者に投資

地銀
ファンド

 金融機関等が共同して地域活性化を目的
としたファンドに出資を行い、ファンド運営を
通して地域を支援する手法。

【事例】：せとうち観光活性化ファンド等

クラウド
ファンディ
ング

 インターネットを介して不特定多数の人々
から比較的少額な資金を幅広く調達する手
法。購入型、寄付型、投資型、融資型など。

【事例】：Makuake、Crowd Equity、mane等
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① 町の資源（各産業、特産物、観光など）の他地域との差別化に係る開

発経費や販売促進のための魅力発信活動 

② 地域商社にかかる本格事業の実施 

③ 地域商社と町民・地域事業者等と連携した魅力発信活動への支援 

④ 検討委員会の運営 

 

 獲得する資金と活用事業 

【公的資金】 

内閣府 地方創生推進交付金  ①～④ 

 経産省 地域中核企業創出支援事業 ② 

経産省 地域・まちなか商業活性化支援事業② 

【民間資金】 

REVIC 地域活性化ファンド  ② 

地銀ファンド    ② 

クラウドファンディング   ① 
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３-３．事業運用スキーム 

（１）官民連携手法による事業運用スキームの検討 

一般的な官民の連携方法として、官からの連携方法として、①土地、②カネ、

③ヒトを通じたアプローチがあり、民からの連携方法として、①手法、②カネ、

③ヒトのアプローチが考えられる。 

山田町としても、双方の機能を活用した組織の立ち上げを目指したいと考える。 

 

図表２９ 官民連携手法による事業運用スキームの検討 

 

 

なお、現在掲げている各事業・機能の方針においても、土地・カネ・ヒト・手

法の観点で官民連携が活かせると考えており、創出推進組織が核となりつつ、エ

リマネ機能・DMO 機能・地域商社機能の各機能における土地・カネ・ヒト・手法

観点に立脚した官民連携を推進することを協議会で検討している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民間からの連携機能官からの連携機能

補助金等公的資金の投入

⇒目的に合わせた補助金等の投入により民間
企業が独自では成し得なかった資金繰り等の
課題を解消することが可能

外部人材の投入（地域おこし協力隊等）

⇒補助金等と同義になるが、民間ではコストに
なる専門家などを官の支援で投入することが可
能

【官民連携】
山田町として
双方の機能を
活用した

組織立ち上げ
を目指したい

公的アセット（土地・建物）の提供

⇒PFI・指定管理などを利用して公的アセットを

民間に提供することが可能であり、投資規模と
して大きい土地などの懸念を解消することが可
能

①
土
地

②
カ
ネ

③
ヒ
ト

民間支援団体を活用した支援

⇒REVIC等の民間団体からの交付金など支援
受けることが可能

運用ノウハウの提供

⇒マーケット感覚の鋭い民間企業の事業運営
手法などを官のアセットの上にかけ合わせるこ
とで儲かる仕組みづくりが構築可能

①
手
法

②
カ
ネ

外部人材の投入（CSR・CSVの活用など）

⇒利益にならずとも事業自体に社会アジェンダ
等繋がるものがあればCSRとして取り組んでく
れる民間企業も存在する

③
ヒ
ト
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図表３０ 現状の方針に基づく連携案 

 

  

官

民

官

民

DMO機能 地域商社機能

エリマネ機能

T

e

x

t

賑わい創出
推進組織

官

民

 地域おこし協力隊などの専門人材
の派遣

 エリアを商業圏ととらえた運営ノウ
ハウの提供・既存事業との連携

 船越家族村などの土地PFI・指定管
理化での統一整備

 観光業やイベント・PRなどの手法の提
供及び運営・CSRを通じた整備事業

 冷蔵倉庫などの土地・建物の提供

 生産加工～提供までのノウハウ提
供、海外やFCサイトへの販路拡大
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第４章 設立協議会発足に向けた準備 

４-１．関係者の選定と協議会の運営 

本事業では、上述の通り、賑わい創出推進組織を町民にとって意義のある組織とする

ために、町内の多様な意見を取り入れ、民間主導で事業を推進することが必要だと考え、

「設立協議会」を発足させた。 

同組織は、商工会や漁協のみならず、地元商店街組合や地銀等、山田町の商業事業者

を集める形で選定している。本章では、参画者の選定方法や協議会の協議内容を整理す

るとともに、各事業者に実施した個別ヒアリングの結果を記載している。 

 

（１）関係者候補の選定 

賑わい創出推進組織の設立に対して、町内の多様な意見を取り入れることを考

え、「総務省産業大分類を参考に全業種を網羅すること」を基本的な方針とし、

「JIPDEC（一般財団法人 日本情報経済社会推進協会）の法人登録情報」と「山田

町商工会の法人登録情報」の双方を情報源として、関係者候補を抽出した。 

その上で、「復興支援への関与有無」、「山田町における本社の有無」、「まちづ

くり委員・総合計画審議会委員への関与有無」、「昨年度までの山田町の事業への

協力有無」の観点から 87 の団体に絞り込み、山田町役場内で総合的な評価を経

て、12 の団体に絞り込んでいる。 

具体的には、下表の 12 団体であり、商業系・水産業系・金融系のそれぞれに

対応する団体を選定している。 

 

図表３１ 協議会の参画団体の選定結果 

 

（２）設立協議会の協議内容 

# 団体名 役職

1 山田町商工会 専務理事・主幹

2 （一社）山田町観光協会 会長

3 ㈱共同店舗棟建設運営会社山田 企画・運営

4 山田町商業事業協同組合 代表理事

5 やまだうみねこ商店街 代表

6 新生やまだ商店街協同組合 代表

7 三陸やまだ漁業協同組合 参事

8 山田漁業協同組合連合会 参事

9 （株）岩手銀行山田支店 支店長

10 （株）北日本銀行山田支店 支店長

11 宮古信用金庫山田支店 支店長

12 新岩手農業協同組合山田支所 支所長
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設立協議会は全３回開催し、事業方針や中心母体、法人形態、今後の方針など

について協議を行っている。 

 

図表３２ 設立協議会の協議内容 

 

 

（３）個別ヒアリング結果 

本事業では、賑わい創出推進組織の目指す姿について、町内関係者間で実現イ

メージをすり合わせるとともに、実現に向けた課題感を認識するため、関係事業

者 11団体への個別ヒアリング調査を行った。 

下記にヒアリング概要とヒアリング結果を記載する。 

 

 ヒアリング概要 

 ・実施日時 

  平成 28 年度 1月 13 日(金)、1月 25 日(水) 

 ・目的 

  ①エリアマネジメント組織の目指す姿を説明する 

  ②山田町関係者の現状の課題を正しく認識する 

  ③エリアマネジメント組織設立に向けて情報を交換・収集する 

 ヒアリング対象 

 ・金融系 

新岩手農業協同組合山田支所・宮古信用金庫山田支店・岩手銀行山田支

店・北日本銀行山田支店 

 ・商業系 

回数 開催テーマ 会議の目的 主な議題 意見・示唆

第1回 中心母体企
業の討議

(12月中旬)

 事業方針の策定順序と事業案
について理解を得ること。

 事業主体となる中心母体企業
候補の抜け漏れ有無を確認す
ること。

 中心母体企業の絞込み方針に
ついて理解を得ること。

1. 事業方針の策定プロセスと事業案
の説明

2. 中心母体企業の調査結果の共有

3. 中心母体企業の絞込み方針の討議

 事業の内容をもう少し具体化
し、だれがどのような役割を担
うのか明らかにすべき

 町の課題をより詳細に把握し、
それらに価値提供できるような
組織であるべき

第2回 中心母体企
業の選定状
況報告

(2月上旬)

 事業方針の策定プロセスと事
業案について理解を得ること。

 個別交渉を行う候補となる事業
者を共有すること。

 賑わい創出推進組織の法人形
態と資金スキーム案の共有

1. 事業方針の策定プロセスと事業案
の説明

2. 中心母体企業の絞込み結果の共有

3. 個別交渉の実施方針の討議

4. 賑わい創出推進組織の法人形態の
討議

5. 賑わい創出推進組織の資金スキー
ムの討議

 中心母体となるには、どの事
業所も人材不足である

 ひとつの中心母体をさだめる
のではなく、当面は設立協議
会を中心とし情報共有しつつ
組織立ち上げを推進してはど
うか

 行政の関与について、より具
体的に示すべき

第3回 推進組織設
立時の役割
等の討議
(2月下旬)

 個別交渉結果を報告し、今後の
組織設立に向けた関係者の要
対応事項を共有すること。

 本業務の事業報告と今後の方
向性を協議すること。

1. 中心母体企業の選定結果の報告

2. 不足機能の充填方法の報告

3. 組織設立までの長期計画の報告

4. 事業採算性の見込みの提示
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山田町商工会・山田町商業事業協同組合・新生やまだ商店街協同組合・

やまだうみねこ商店街・オール 

 ・漁業系 

三陸やまだ漁業協同組合 

 ・観光系 

山田町観光協会 

 

 ヒアリング事項 

①  現行事業について 

   ・ 現行事業の概要。 

   ・ 現行事業における課題・対応を望む優先度が高い困りごと。 

②  エリマネ組織についての所感 

   ・ 組織設立への賛否・期待すること。 

   ・ 組織が持つべき機能の案。 

③  事業モデルについての所感 

   ・ エリマネ機能・DMO 機能・地域商社機能・その他共通機能につい

て賛否や期待すること。 

   ・ 各事業で実施すべき機能の案。 

④  その他 

   ・ 推進組織設立にあたり支援いただけることはあるか。 

   ・ 今後の進め方についての意見。 

 

 ヒアリングの総括と個別意見（一部抜粋） 

＜総括＞ 

 ・事業趣旨と概要についてすべてのヒアリング先でご理解いただいた。 

 ・内需の充実をより重視する事業者と外需獲得により積極的な事業者が

おり、それぞれが課題を抱えていることがわかった。 

 ・特に課題として上がっていた人材不足への対応が必須となる。 

 ・同じく課題として挙げられた町内の連携欠如を解消するため外部人材

を投入することが効果的であると考える。 

 ・最終的には民間事業でありつつも、特に立ち上げ時においては行政のリ

ーダーシップを期待する声も多く聞かれた。 
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図表３３ 内需充実優先型（※） 

 

 

図表３４ 外需獲得優先型（※） 

 

 

                                                   
※ 震災前より山田町を商業の面から盛りあげようとする団体。 

※ 震災前より山田町に人を呼び込み、町内資源を外に販売しようとする団体。 
 

• 個別事業が忙しいため、まちづくりに関心があっても満足に参加・活動
できない。人手不足が深刻である

• 子供の遊び場・つどい場が不足している
• 町内で新規事業への取り組みが見られない
• 風評被害がいまだ影響している
• 外需と内需のうまいバランスを取ってほしい

＜商業系(5団体) ＞

• 行政からの補助金支援やより積極的な関与が必要だと感じる
• 外部組織に対する不信感はいまだ根強く、出自が明らかな既存組織を
活用することで町の人々も安心して事業に参加できるのではないか

• 現状の融資先及び融資対象事業に照らし合わすと、賑わい創出組織
の事業に対して、直接的な協力が可能だといいきることはできない

＜金融系(4団体)＞

• 人手不足が深刻である

• 町内のリソースが限定的であり、市場自体が小さいためすぐにゼロサ
ムゲームになってしまう

• 外需獲得のための町内事業者間連携の創出が必要であると感じる
• 賑わい創出推進組織には山田町役場と事業者間の懸け橋としての役
割を期待する

• 人口減少時代における文化の継承が課題である
• 地域資源の利活用に期待している
• 人的リソースを補い、また地域内の懸け橋となるための外部人材が必
要かもしれない

• 過去に牡蠣小屋とJRのタイアップ計画があったが再挑戦してはどうか
• 豊かな食資源を活用し部活動の合宿誘致に取り組んではどうか

＜漁業系(1団体) ＞

＜観光系(1団体) ＞
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第５章 推進組織設立に向けたロードマップ 

５-１．賑わい創出推進組織設立に向けたロードマップ 

 平成 31 年度に向けて、山田町関係者と連携し推進組織設立に向けて官民での対話量

を増やしていくことを推奨する。 

 

（１） 関係者との連携と推進組織設立に向けた山田町の動き方方針案 

 フェーズ 1 では山田町内の内需先行型の事業者と、外需先行型の事業者

が、補助金等による官との連携を持ちつつ、推進組織設立に向けてそれぞれ

事業を立ち上げ・推進していく。 

 フェーズ 2 では事業の内容の充実と、官民連携の促進を行いつつ、平成

31 年度の事業拡大期に賑わい創出推進組織を正式に設立することを目指す。 

 

図表３５ 関係者との連携と推進組織設立に向けた山田町の動き方方針案 
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 平成 29年度は町関係者と対話をしつつ協議会運営・事業案精緻化を行い、平成 30年

度に組織立ち上げに向けた具体的な手続きを行い、平成 31年度の設立を目指す。 

 

（１） 推進組織設立に向けたロードマップ案 

 推進組織設立に向け、平成 29 年度は事業化案の具体化検討、財務シミュ

レーション、説明会の実施、組織体の検討を行い、平成 30 年度は組織設立

許可・手続きの整理、外部レビュー、手続きの実施を行うことを目指す。 

 

図表３６ 推進組織設立に向けたロードマップ案 

 

 

 

検
討
協
議
会
運
営

具
体
的
な
検
討
・ア
ク
シ
ョ
ン

協議会実施

事業決定

企業・組織体決定

組織設立

事業案策定

財務シミュレーション

ショートリスト
企業説明

最適な組織の検討

設立手続きの整理

外部審査

手続きの実行

平成29年度 平成30年度

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

事業案具体化検討

シミュレーション

※複数回実施

説明会実施

組織体の検討

★

★

★

下記タスクに加え前項の通り定期的に会話し一体感を醸成

許可・手続きの整理

外部レ
ビュー

手続き実施

山田町の関係者と対話をしながら事
業案の具体化とシミュレーションを関
係者の合意が得られるまで繰り返す

事業案に適した組織
体・企業を選定

具体的手続きの洗い
出しと行政書士などへ

の意見招請


